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１．地域防災計画の修正の背景 

 

近年、全国的に地震による災害や台風による風水害など、災害が多く発生し

ております。今年３月１１日の「東日本大震災」をはじめ、「平成 19 年 3 月

能登半島地震」、「平成 19 年 7 月新潟県中越沖地震」、「平成 20 年 6 月岩手・

宮城内陸地震」などの地震災害により、多くの尊い命が失われています。 

また、今年は台風 12 号により奈良県・和歌山県・三重県などで被害があり

ましたように、記録的な大雨が降る機会が全国的にも増えてきており、水害や

土砂災害などでも、毎年のようにどこかで犠牲者が発生しています。 

こうした災害を教訓に、国や府では、地震対策、水害・土砂災害等の避難対

策などについて調査や研究が進められているところでありますが、本市におい

ても、防災に関する新しい知見などを反映した地域防災計画の見直しが強く求

められているところです。 

泉佐野市の現行地域防災計画は、平成 1８年３月に策定されおり、府や防災

関係機関、市の組織、施設なども平成 17 年度からは大きく変更しているので、

地域防災計画の見直しが急務となっておりました。 

こうしたことを背景に、「近年の社会状況の変化に対応させ、より実用性に高

い計画とすること」、「大阪府地域防災計画との整合を図ること」などに着目し

て、地域防災計画の修正案をまとめました。 
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２．修正概要 

２－１大阪府の防災計画等、関係法令等に関わる修正 

平成 17 年以降改正された関係法令および計画等については、大阪府地域防

災計画が、平成 21 年に修正されています。 

この他、大阪府に関係する計画等として、大阪府緊急消防援助隊受援計画、

大阪府消防広域化推進計画、大阪府防災都市づくり広域計画、大阪府地震防災

アクションプラン等があり、これらの内容について、今回の修正計画の中に反

映させています。 

また、これらの修正に伴い、府を含めた情報の伝達内容・経路が変更になっ

ていますので、これらについても修正をしており、消防、気象、水害、土砂災

害、被災者支援等、防災に関わる法令、基準等が変更になったものについても、

計画への反映をしています。 

一方、平成 19 年には、府が大阪府域における地震の被害想定を実施してい

ます。この中では、泉佐野市における被害等も検討されており、本市において

は、「中央構造線断層帯地震」が最も被害が大きくなる地震とされ、被害想定結

果の具体的な内容につきましては、修正計画の資料編に整理しています。 

また、この結果を踏まえ、避難所の追加指定や備蓄目標の計画等、本市の防

災対策への反映を行うとともに、防災計画の修正をしております。 

 

表 地域防災計画の修正に関わる主な基準・計画等一覧 

〈法令・国の計画等〉 

・ 災害対策基本法 

・ 消防法 

・ 防災基本計画 

・ 土砂災害防止法 

・ 地震防災対策特別措置法 

・ 東南海・南海地震防災対策

推進地域に関わる基準 

・ 原子力施設等の防災対策に

ついて 

・ 被災者支援に関わる基準等 

・ 気象予警報等の発表基準の

更新 

〈府の計画等〉 

・ 大阪府地域防災計画 

・ 大阪府防災都市づくり広域

計画 

・ 大阪府地震防災アクション

プラン 

・ 大阪府緊急消防援助隊受援

計画 

・ 大阪府消防広域化推進計画 

・ 大阪府地震防災緊急事業五

箇年計画 

〈市の計画等〉 

・ 泉佐野市災害時要援護者避

難支援計画 

・ 泉佐野市避難勧告等の判

断・伝達マニュアル(案) 

〈その他の基準・防災に関わる

事項 等〉 

・ 浸水想定区域の指定 

・ 緊急地震速報の運用 

・ おおさか防災ネットの運用 

・ 全国瞬時警報システム

（J-ALERT）の運用 

・ 地震被害想定の見直し 

・ 緊急地震速報、避難指示等

災害情報の伝達手段・内容

の更新 

・ 行政機関・事業所の名称等

の更新 

・ ライフラインに関する企業

の防災対策の更新 

・ 防災に関わる各種協定の更

新 

・ 市組織の改変に関わる修正 

・ その他市行政に関わる修正 
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表 泉佐野市における地震被害想定結果（新旧対象表） 

  旧被害想定   新被害想定  

想定 

地震 
上町断層帯地震 

中央構造線 

断層帯地震 

東南海 

・南海地震 
上町断層帯地震 

中央構造線 

断層帯地震 

東南海 

・南海地震 

地震の 

規模 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(M) 

6.6～7.3 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(M) 

7.2～7.8 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(M) 

8.4 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(M) 

7.5～7.8 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(M) 

7.7～8.1 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(M) 

7.9～8.6 

計測震度 

4～6 弱 

計測震度 

5 弱～6弱 

計測震度 

5 弱～5強 

計測震度 

5 弱～6強 

計測震度 

5 強～7 

計測震度 

4～6弱 

建物 

全半壊 

棟数 

全壊：56 棟 

半壊：917 棟 

全壊：27 棟 

半壊：632 棟 

全壊：1棟 

半壊：232 棟 

全壊：3,140 棟 

半壊：3,658 棟 

全壊：6,535 棟 

半壊：6,423 棟 

全壊：737 棟 

半壊：1,464 棟 

炎上出火 

件数 
2（3）件 2（3）件 2（2）件 2（3）件 6（7）件 0（0）件 

死傷者数 
死者：2 人 

負傷者：353 人 

死者：22 人 

負傷者：348 人 

死者：0人 

負傷者：80 人 

死者：34 人 

負傷者：967 人 

死者：92 人 

負傷者：1,272 人 

死者：3人 

負傷者：417 人 

罹災者数 6,558 人 5,990 人 1,561 人 20,830 人 40,942 人 5,025 人 

避難所 

生活者 
1,917 人 1,751 人 456 人 6,041 人 11,874 人 1,458 人 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

※ 新・旧被害想定では、上記の地震の他、「生駒断層帯地震、有馬高槻断層帯地震」について検討

を行っている。また、ライフライン等の被害量についても算定している。本資料には、本市への

被害が大きい地震、代表的な被害量について抜粋し整理している。 

※ 新・旧被害想定における「対象とする地震」は、被害想定を実施した地震のうち、泉佐野市域に

おいて被害が最大となる地震としている。 

※ 旧被害想定結果は、「H17 泉佐野市地震被害想定」による。新被害想定結果は、「H19 大阪府自然

災害総合防災対策検討報告書」による。 

 

表 避難所指定数の増減 

 旧計画作成時（H18） 修正後（H24） 

一時避難地 30 箇所 39 箇所（+9 箇所） 

広域避難地 1 箇所 1 箇所（増減なし） 

避難所開設予定場所 27 箇所 29 箇所（+2 箇所） 

 

旧計画において 

対象とする地震 

 

修正計画において 

対象とする地震 
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２―２ 災害時に被害を受けやすい住民に対する配慮 

災害時に被害を受けやすい住民、いわゆる災害時要援護者に関わる修正をし

ております。 

近年の災害事例等から、災害時要援護者への災害時の情報伝達のあり方や、

避難所生活における配慮等が重要であるとの教訓が得られており、土砂災害警

戒区域等の指定、避難準備情報の発表、「泉佐野市災害時要援護者避難支援計画」

「泉佐野市避難勧告等の判断・伝達マニュアル(案)」の作成等、具体的な対策

が実施されていますので、これらについて反映をしています。 

また、災害時要援護者においては、大規模な地震災害等、避難生活の長期化

が予測される災害において一般的な避難施設では生活に支障をきたすことも想

定されることから、災害時要援護者等を専門に受入れる施設として福祉避難所

を新たに指定しています。 

その他、避難所に関連する内容としまして、災害時要援護者への配慮の他、

女性に対する配慮の充実を図るため、自主防災組織への女性の参加の促進や、

男女別のニーズに配慮した避難所整備等を防災計画に位置付けています。 

 

① 災害時要援護者に関わる計画の策定と防災計画への反映 

【泉佐野市災害時要援護者避難支援計画（平成 23 年 3 月策定）】 
災害発生時に災害時要援護者に対し、関係部局と社会福祉協議会、町会・

自治会等の関係機関と相互に連携をとりながら、自助・地域の共助を基本
とした効果的な支援対策を実施することを目的し、具体的な対策等を示し
た計画。 
災害時における要援護者の安否確認に関する事項等を修正防災計画へ反

映。 

【泉佐野市避難勧告等の判断・伝達マニュアル(案)】 
災害の発生が切迫している状況において、住民の迅速・円滑な避難を実

現することを目的とし、避難勧告等の発令・伝達に関し、災害緊急時にど
のような状況において、どのような対象区域の住民に対して避難勧告等を
発令するべきか等の判断基準（具体的な考え方）について取りまとめてい
る。 
避難勧告等（避難準備情報、一時避難情報、避難勧告、避難指示）の発

令基準、内容、伝達手段等について修正防災計画へ反映。 
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② 福祉避難所の新規指定と計画への反映 

【福祉避難所の指定】 
・「社会福祉センター」を福祉避難所開設予定施設に指定。 
・福祉避難所は、大規模な地震災害等避難生活の長期化が予測される災害
において、一般的な避難施設では生活に支障をきたす災害時要援護者等
を専門に受入れる施設であり、避難所生活者のうち、健康・身体の状況
等の必要に応じて、移送することを修正防災計画で位置付けている（二
次的な避難施設）。 

 

③ 男女別のニーズに配慮した自主防災組織・避難所の運営の充実 

【男女別のニーズに配慮した避難所整備】 
避難所では、限られた空間の中で多くの避難者が生活をすることになる

ことから、様々な制約を受けることとなる。特に女性に対しては、トイレ、
更衣室、育児スペース等、男性の視点からは十分な配慮が難しい問題が生
じる。 
そこで、修正防災計画では、下記事項について男女別のニーズに合わせ

て整備していくことを新たに位置付けている。 
〈具体的な記載内容〉 

・間仕切り等の設置 
・男女別・障害者用のトイレ、更衣（又は化粧）スペースの設置 
・女性用洗濯物の干し場の確保 
・授乳スペース・育児スペースの確保 
・女性や子供のための相談窓口 
・その他必要なもの 等 

【自主防災組織への女性の参画】 
上記内容等に関する対応については、男性からの視点だけでは十分な配

慮が難しい。従って、災害時における女性への配慮、負担の軽減等をする
ことを目的に、自主防災組織への女性の参画を積極的に推進することを修
正防災計画に位置付けている。 
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２―３ 災害時配備体制の見直し 

地震災害や風水害等の自然災害は、発生する場所・時間を正確に予測するこ

とが難しい現象です。これに加え、巨大地震の発生、既往最大規模を大きく超

える豪雨、ゲリラ豪雨による災害等、近年の災害は、一層その複雑さを増す傾

向にあります。このような災害の発生に対し、迅速かつ的確な災害対応を実施

するためには、全ての職員等に分かり易く、かつ、災害・被害の変化に柔軟に

対応可能な災害時配備体制の構築が必要となります。 

一方、現行計画における災害時配備体制は、「初動体制、事前活動体制、警戒

体制、風水害１号配備、風水害２号配備、地震災害警戒体制、災害対策本部 A

号体制、災害対策本部 B 号体制、災害対策本部 C 号体制」となっており、少し

複雑な体制となっています。 

修正計画では、地震災害および風水害の体制を統一した基準により再構築し、

現象の種別・規模・緊急性を踏まえ、「警戒体制レベル１～４、災害対策本部体

制 A 号～C 号」の７レベルの体制としています。 

それぞれのレベルは、段階的に移行しやすいよう、繋がりを持たせた体制と

しており、配置する人員は、近年の災害等の実績も踏まえ、現実的なものとな

るよう調整し、災害・被害の変化に対しても、より柔軟に対応しやすい体制に

修正しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 図 災害時配備体制の見直しイメージ 

統一した基準 
により再構築 

災害 配備体制（修正後） 

【警戒時】 

・警戒レベル１ 

・警戒レベル２ 

・警戒レベル３ 

・警戒レベル４ 

【災害時】 

・災害対策 A 号配備 

・災害対策 B 号配備 

・災害対策 C 号配備 

地震災害 配備体制（旧） 

【警戒時】 

・事前活動体制 

・地震災害警戒体制 

【災害時】 

・災害対策本部 A 号体制 

・災害対策本部 B 号体制 

・災害対策本部 C 号体制 

 
風水害 配備体制（旧） 

【警戒時】 

・初動体制 

・事前活動体制 

・警戒体制 

・風水害１号配備 

・風水害２号配備 

【災害時】 

・災害対策本部 A 号体制 

・災害対策本部 B 号体制 

・災害対策本部 C 号体制 



６ 

 

表 修正防災計画における災害配備体制と動員の目安 

警
戒
体
制 

警戒レベル１ 
指揮者；市民協働担当理事 
配備員：市民協働課危機管理担当参事 

警戒レベル２ 

指揮者；市民協働担当理事 
配備員：市長公室長、総務部長、生活産業部長、都市整備部長、上下水道局長、市
民協働課、政策推進課長、行財政管理課長、総務課長、農林水産課長、クリーンセ
ンター所長、都市計画課長、建築住宅課長、道路公園課長、上下水道総務課長、下
水道整備課長、警戒レベル 1 の指揮者及び配備員 

警戒レベル３ 
指揮者；副市長 
配備員：人権推進担当理事、健康福祉部長、こども部長、学校教育部長、社会教育
部長、警戒レベル２の指揮者及び配備者、各所属長が必要と認める人員 

警戒レベル４ 
指揮者；副市長 
配備員：警戒レベル３の指揮者及び配備者、各所属長が必要と認める人員 

災
害 
対
策
本
部
体
制 

災害対策 
Ａ号配備 

《警戒レベル４配備に加えて》 
指揮者：市長 
配備員：管理職級職員全員＋各所属長が必要と認める最小限の人員 

災害対策 
B 号配備 

《災害対策Ａ号配備に加えて》 
指揮者：市長 
配備員：管理職級職員全員＋各所属長が必要と認める人員 

災害対策 
C 号配備 

指揮者：市長 
配備員：全職員 

※ 大規模災害が勤務時間外に発生した場合には、交通機能の麻痺等により速やかな登庁が
困難となる職員が発生する。従って「各所属長が必要と認める人員」は、各職員の登庁
手段等を考慮し人選する必要がある。 

 

災害配備体制 

動員の目安 

地震災害 風水害 

地震による
基準 

津波によ
る基準 

雨量情報およ
び災害発生に
よる基準 

河川水位 
による基準 

台風情報 
による基準 

高潮情報に
よる基準 

警
戒
体
制 

警戒 
レベル１ 

－ － 
市域に各種気
象警報が発令 

 
 
 

  

警戒 
レベル２ 

－ － 
市域に土砂災
害警戒準備情
報の発表 

 
36 時間以内
に府域に台
風が接近 

 

警戒 
レベル３ 

－ 

大阪府沿
岸に津波
注意報が
発令 

2 時間予測雨
量が土砂災害
発生危険基準
線を超過 

はん濫注意
水位に達し
た場合 

24 時間以内
に府域に台
風が接近 

府域に注意
報が発令 

警戒 
レベル４ 

－  
市域に土砂災
害警戒情報の

発表 

避難判断水
位に達した

場合 

6 時間以内
に府域に台
風が接近 

府域に警報
が発令 

災
害
対
策
本
部
体
制 

災害対策 
Ａ号配備 

市域に震度
4 の地震発

生 

大阪府沿
岸に津波
警報が発

令 

特定の場所で
災害発生 

1 時間後に
はん濫危険
水位に達す
ると予測さ
れる場合 

  

災害対策 
B 号配備 

市域に震度
5 弱・5 強の
地震発生 

大阪府沿
岸に大津
波警報が
発令 

小規模災害が
複数箇所で発

生 

はん濫危険
水位に達し
た場合 

  

災害対策 
C 号配備 

市域に震度
6 弱以上の
地震発生 

 
大規模災害が

発生 
はん濫・決壊 
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２―４ 東日本大震災を踏まえた防災計画の修正 

昨年３月１１日の東北地方太平洋沖地震と、この地震に伴って発生した津波

災害を踏まえ、津波への対策が急がれているところです。 

大阪府域においても、東海・東南海・南海地震の３連動型地震の発生等、こ

れまでの想定を大きく上回る巨大地震の発生に対して、その対策を講じておく

ことが求められています。 

府では、昨年７月に、想定以上の津波災害の発生に備え、最大で津波高が従

来計画の想定の２倍になると仮定して、避難を中心とするソフト対策を講じて

いくことを発表しています。 

よって、修正計画では、府が想定する津波の影響範囲を資料編に整理し、津

波避難ビル等の指定を位置付ける等、津波災害に対する充実を図っています。

また、津波避難ビルの指定においては、防災計画への記載に伴い、「泉佐野市津

波避難ビルガイドライン」を策定し、指定のための手続きを進めているところ

です。 

一方、東日本大震災を踏まえた巨大地震および津波に対する対策、および原

子力災害への対策は、国（内閣府等）における検討を含め、現在も検討中の部

分が多く、明確な基準等がまだ整備されていない状況です。よって、これらを

踏まえた見直しは、来年度以降対応していくこととしています。 
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①２倍の津波高による影響範囲 

【２倍の津波高による影響範囲とは】 
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震においては、これ

までの知見等により想定される規模をはるかに超えた巨大な地震・津波が
発生し壊滅的な被害を生じた。 
府では、この結果を受け、南海トラフにおいてもこれまでの想定を超え

る巨大地震・津波が発生するものと想定し、府域における津波災害につい
て、当面、最大で津波高が従来計画の想定の２倍になると仮定して、「避難」
を中心とするソフト対策を講じていくこととしている。 

【泉佐野市における２倍の津波高による影響範囲図】 
本市における「２倍の津波高による影響範囲」は、従来の想定津波高さ

〔1.9ｍ〕の２倍の高さ〔3.8ｍ〕に、潮位〔0.8ｍ〕を考慮し、海抜 4.6ｍ
（東京湾平均海面 T.P.+4.6m）となる位置までと位置付けている。 

 



９ 

 

 

② 津波避難ビルの指定 

【泉佐野市津波避難ビルガイドラインの策定】 
２倍の津波高による影響範囲へのソフト対策を目的とし、津波避難ビ

ル等の指定、利用・運営手法等について示した「泉佐野市津波避難ビル
ガイドラインの策定」を策定した。 
現在市では、このガイドラインに従い、いくつかの高層ビルについて

津波避難ビルとして指定するための手続きを進めているところである。 

【防災計画への反映】 
修正防災計画では、津波が到達するおそれのある区域内において、地

震発生から津波到達までの時間的猶予や、地形的条件等の理由により、
津波からの避難が特に困難と想定される地域に対し、津波避難ビルの指
定等、一時的に避難可能な場所の確保に努めると記載している。 

 

 


